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札できる候補を上位3社
から5社程度に絞り込む。
一見、高値売却に反する
ようだが、ここでオーク
ション理論が効果を高め
る。入札者は選ばれた者だけであり、
他者もすべて本気であるという状況と
なる。入札はセキュリティーで保護さ
れたオークションサイトで行われ、招
待された者だけがリアルタイムで入札
状況を見ることになる。部外者には情
報は洩れず、入札者と関係者だけの機
密も保たれる。相続物件が不動産サイ
トに出ることにより近隣住民や知人に
情報が洩れるということもなく、かつ、
価格決定プロセスの透明性も高い手法
ということになる。利用した税理士から
は、「予想以上の高値で売却でき、相
続税の納税後に手残りができたことで
分割協議がスムーズに運び、顧問先か
らも喜ばれた」という評価も。
　D＆D社は、データベースから購入
候補をリストアップし、約30社に具体
的な営業を実施するなど手間のかかる
プロセスをとることで、売却先や価格
への満足度が高まるという結果を得て
いる。
　不動産売却のプロセスを、調査から
価格設定、候補者選定、オークション
実施、契約まで体系的・計画的に進め
られる点からしても、顧客の資産売却
を確実に行いたい税理士が活用してみ
る価値がありそうだ。

公的情報だけに基づくAI税務相談
無料の「士業AI【税務】」スタート

税理士法人プライムパートナーズ

デューデリ＆ディール

北海道から日本の農業を守る
事業承継支援団体を設立

一次産業事業承継協会

「不動産オークション」こそ税理士が活用を！

　税理士法人プライムパートナーズ（東
京・港区）は、士業特化型AIサービス
「士業AI【税務】」を開発し、提供を開
始した。相続税申告や生前対策相談を専
門とする同法人が、税務に関する情報収
集や初期相談のハードルを下げることを
目的に開発したもので、公的機関の情報
に限定した独自フィルタリングシステム
を特徴としている。
　同サービスは、国税庁や法令データ提
供システムなどの公的機関情報のみを参
照源とし、ユーザーの質問に対して根拠
が明確な回答を自動生成する。一般利用
者にはわかりやすい説明を提供しつつ、
専門家には論点整理の補助ツールとして
機能する仕様となっている。スマホやPC
からアクセス可能で、利用者の環境を選
ばない設計だ。
　代表社員の島本雅史氏（写真）は、22
年間の監査業務経験を経て税理士登録を
行い、業界のあり方に新たな気づきを得
たという。「税理士の世界は、お互いに
助け合っているという実感がありまし

た。私も業界の役に立
ちたいという強い思い
があり、このサービス
開発に至りました」と
語る。
　島本氏によれば、監
査業務に従事していた
時から、「煩雑な作業を完全に無くす」
ことを目指してきたという。「AIに投資
する理由は、税理士が煩雑な業務から解
放されないとこの業界の未来がないと感
じているからです。AIを活用すること
で、本来の専門性を発揮できる環境づく
りが重要だと考えています」。
　同法人はIT専門部隊を擁し、開業当初
からAI技術の活用に積極的に取り組んで
きた。しかし、一般的なAIチャットの進
化と同時に「情報ソースの曖昧さ」「出
典不明瞭」といった課題も感じていたと
いう。特に税務のような法令・制度分野
では、根拠の明示が不可欠であり、従来
のAI活用における大きな壁となってい
た。

　第一次産業の事業承継を支援する
「（一社）一次産業事業承継協会」（以
下、同社団）が設立された。一次産業の
持続的な発展を支える事業承継のプロ
フェッショナル集団として、みらいコン
サルティンググループ（東京・中央区、
代表＝久保光雄氏、岡田烈司氏）とアグ
リ経営パートナーズ（株）（北海道・深
川市、代表＝小島拓也氏・写真）がタイ
アップして結成された。
　同社団の代表理事は小島拓也氏。小島
氏は、北海道深川市の税理士法人小島会
計の代表社員でもある。農業関係の関与
先も300件以上あり、会計・税務業務、
農業融資や補助金支援に留まらず栽培支
援や販路開拓まで踏み込む。顧問先を支
援するために、農業会計だけではなく農
地法、農業委員会対応、農協、行政の考
え方、そして農家までを理解しようとす
る姿勢は、農家育ちの小島氏の農業を愛
する気持ちが根底にあるようだ。
　それに加えて、小島氏は農家の事業承
継・相続対策の重要性、緊急度はひとつ
の税理士法人を超えた仕組みが必要であ
るという思いに至った。
　後継者のいない農業者は近隣農業者に
売却するケースが多いが、近隣農業者も
後継者がいない状況だ。そこで近年、複
数の農業者が「地域ホールディングス」
という法人を設立する方法など、手法も
複雑かつ高度化している。当然、M&Aの

必要性も高まってい
る。そこで、事業承継
コンサルティングや組
織再編コンサルティン
グなどにノウハウを持
つみらいコンサルティ
ンググループと提携し、同社団を設立す
ることとなった。
　同社団の設立について、「農地法改正
をきっかけに事業承継の難易度が高くな
り複雑化しています。農業の場合、9割が
農地、機械、建物などの農業財産で、
ホールディングス化など高度なスキーム
を活用しないと農業の承継が難しくなっ
ています。どんな案件でも対応できる体
制をつくるために設立しました」（小島
代表理事）と語る。小島氏が地域とその
現場から発想した地域ホールディングス
のスキームは、通常の持株会社とは異な
るユニークな取り組みである。農業を知り
尽くす税理士が日本の農業を守るために
必要と訴えるその言動には説得力がある。
「複雑な農業の事業承継の対応が苦手な
全国の税理士と連携し、農家の事業承継
を支援することで一次産業を守り、日本の
食を守る一助になりたい」（小島氏）と展
望を描いている。

　オークションといえば美術品のほ
か、Yahoo！オークション、中古車、
豊洲市場の競り、証券取引所などが思
い浮かぶ。しかし、「不動産オーク
ション」と聞くと、まだ会計事務所で
も馴染みは薄いだろう。（株）デュー
デリ＆ディール（東京・千代田区、代
表取締役社長＝山本高広氏／以下、D
＆D社）は、会計事務所の不動産部門
的な役割を約20年続けており、不動産
オークションの有益性を会計事務所に
広める活動を展開している。
　税理士が顧問先から不動産の売却相
談を受ける場合には、信頼関係ある不
動産会社などを紹介する場合が多く、
不動産売買の現場では、売手と仲介会
社との間で価格が決められてしまうの
が一般的だが、果たしてそれが適切な
価格だったかはわからない。不動産
オークションの優位性は、高値で売却
できる可能性が高まることにある。
　D＆D社の不動産オークションは、
理論的な裏付けを重視し、さらに慎重
なステップを踏むことによって、高値
売却を実現させる。理論重視の姿勢か
ら、このビジネスモデルのために経済
学のオークション理論の第一人者であ
る慶応義塾大学経済学部の坂井豊貴教
授（写真）をチーフエコノミストとし
て招聘している。
　同社のオークションには特徴があ
る。通常の売買取引と同じく、対象不動
産の綿密な調査と評価から始まるが、
ここからデータベースを使って買手候
補を探し、最終的にオークションに入

※士業AI【税務】へのリンクは
　こちらから。

※（一社）一次産業事業承継協会の
　サイトはこちらから。 ※D＆D社のサイトはこちら。

　「士業AI【税務】」は、そうした課題
を克服するべく開発された。「税法がわ
かりにくい」「正しい情報源がわからな
い」「専門家に相談する前に概要を知り
たい」といった顧客からの声に応え、事
実確認が可能な高精度AI相談を実現して
いる。
　注目すべきは、このサービスが完全無
料・会員登録不要で提供されている点
だ。島本氏は「必ずしもビジネスとして
利益を上げるためにやっているわけでは
ありません。まずは多くの方に使ってい
ただき、サービスの品質検証や利用傾向
の把握を進めたいと考えています」と語
る。ただし、具体的・個別の税務判断が
必要な場合は、必ず税理士など専門家へ
の相談を呼びかけている。
　同サービスは、専門家の存在を否定す
るものでも、税理士AIのような"代替"を
目指すものでもないという。あくまで専
門家の知識索引や論点整理の補助、企業
経理担当者の初期リサーチツールとして
の活用を想定している。今後もアップ

デートを重ね、ユーザーや専門家からの
フィードバックを受けてサービス向上を
図る方針だ。
　今後は「士業AI」シリーズとして、会
計・労務・法務・登記・知財など他士業
領域への展開も予定している。法人向け
PROプランや、士業プロフェッショナル
との連携機能の開発も視野に入れている
という。
　島本氏は「専門性とAIの融合で、根拠
明示型の安心できる判断環境を構築し、
士業従事者や情報を求めるすべての人に
役立ちたい」と展望を語った。
　AI技術の進化とともに、税理士業界で
も「士業×AI」の新たな活用が進む中、
信頼性と使いやすさを両立した本サービ
スが、今後の業務効率化や知識共有の一
助となるか注目される。また、無料提供
という形で業界への貢献を試みる同社の
姿勢は、AI技術を通じた新たなアプロー
チとして評価されそうだ。
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